
　　 公　　表　　日

平成２３年　９月２１日

随意契約結果及び契約の内容

業務の名称

業務概要

契約担当官等の氏

名並びにその所属

する部局の名称及

び所在地

契約年月日

契約業者名

契約業者の住所

契　約　金　額

予　定　価　格

随意契約によるこ

ととした理由

業　務　場　所

業　種　区　分

履行期間（自）

履行期間（至）

備考

平成２３年度　雲仙岳噴火緊急減災対策検討業務

別紙のとおり

分任支出負担行為担当官

九州地方整備局　雲仙復興事務所長

田村　圭司

長崎県島原市南下川尻町７－４

平成２３年　９月２１日

（特財）砂防・地すべり技術センター

東京都千代田区九段南４－８－２１

２６，６７０，０００円（税込み）

２６，８０６，５００円（税込み）

別紙のとおり

(※随意契約理由書を添付すること。)

長崎県島原市

土木関係建設コンサルタント業務

平成２３年　９月２２日

平成２４年　２月２４日



　　 公　　表　　日

平成２３年　９月２１日

様式６－１

契約の内容

契約年月日

契約業者名

契約業者の住所

業務の名称

納入場所

業務種別

業務概要

納期（自）

納期（至）

契約金額

平成２３年　９月２１日

（特財）砂防・地すべり技術センター　

東京都千代田区九段南４－８－２１

平成２３年度　雲仙岳噴火緊急減災対策検討業務

長崎県島原市

土木関係建設コンサルタント業務

本業務は、雲仙岳噴火時に想定できる火山災害において、平成２０年度より火

山学者等の検討をふまえ噴火緊急減災対策計画を作成中であるが、2011年３月

 東北関東大震災、桜島や霧島（新燃岳）の火山活動、2000年 有珠山、三宅島

の噴火などの災害において、その対応について多くの課題が示されている。

また、土砂災害防止法の改正に伴い、国は火山噴火に伴う火山灰等が堆積した

渓流において緊急調査を実施し、土石流危険区域等の範囲を抽出して当該都道

府県知事に通知する必要が生じた。

よって、近年発生した災害事例及び土砂災害防止法の改正を考慮し、噴火緊急

減災砂防計画を検討することを行う業務である。

平成２３年　９月２２日

平成２４年　２月２４日

２６，６７０，０００円（税込み）




